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民間病院の経営悪化を救済するための 

福祉医療機構による緊急融資について（要望） 

 
平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 
 さて、医療機関の経営をめぐる環境は近年悪化の一途をたどっております。 
 直近の第２１回医療経済実態調査結果によると、一般病院の損益差額は平成

２７年度マイナス３．７％、平成２８年度マイナス４．２％と連続して費用が

収益を上回っています。 
 また独立行政法人福祉医療機構の２０１６年病院経営状況分析によっても、

一般病院の医業収益対医業利益率は０．３％、経常収益対経常利益率は０．６％

と、こちらも利益が限りなくゼロに近づいています。 
 このような数値が金融機関の融資を消極的にさせることは、容易に想像でき

るところです。それは約１０年前に生じた金融機関の貸し渋り、貸しはがしに

よる病院経営の危機の再現ともなりかねません。 
つきましては、福祉医療機構から民間病院の経営難を救済する緊急融資とし

て、１病院につき上限１０億円程度の長期運転資金貸付制度を設けていただき

たいと存じます。厚生労働省におかれましては、同貸付制度創設ための予算措

置に格別のご配慮を賜りますよう、ここに要望いたします。 


